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2

3

1

2

施策の
柱CD

0301

0101

0102

計画名称

教育大綱

生涯学習推進指針

達成率 ％ －　 －　 －　 －　 －　

備

考

目標
－

実績

達成率 ％ 99.22 87.41 －　 －　

実績 49,612 43,703

－　

成
果
指
標

年間利用者数

目標
人

50,000 50,000 50,000

達成率 ％ －　 －　 －　 －　

－　

－

実績

－　 －　

－

目標
－

－
達成率 ％ －　 －　 －　

達成率 ％ 50.00 50.00 －　 －　

目標
－

実績

実績 1 1 

活
動
指
標

施設点検

目標
回

2 2 2 

一 般 財 源 円 17,169,129 15,191,737 13,720,000

財

源

内

訳

－　

その他特定財源 円 340,566 337,929 237,000

地 方 債 円

国 庫 支 出 金 円

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）

項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 17,509,695 15,529,666 13,957,000

県 支 出 金 円

成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

変更

履歴

最終目標値

中央公民館年間利用者数 年間利用者数 人 50,000

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

施設維持により利用者増を目指す。
ロビー展等の不特定来館者数は含まず。

茅野市中央公民館

意 図
（どんな状態にしたいか）

茅野市中央公民館の建物、設備、備品等の維持・管理・補修・更新を行い、使用者が安全良好に利用できるようにす
る。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

老朽化対策には予防修繕を基本としつつ、場合によって必要になる緊急修繕の両方の方法により、施設の維持管理を
図ります。また、職員体制上の理由もあることから、委託事業を活用する方法で、維持管理に係る費用の適正化を進
めます。
施設としての今後の在り方については、ハード面とソフト面の両方から検討し、公共施設等総合管理計画との整合性
を計りながら検討していきます。

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

定期的な施設の巡回・点検の実施

変更

履歴

施設点検 回
上半期1回、下半期1回
(当番による館内巡視は毎日実施)

2

担 当 部 署 生涯学習部 生涯学習課 教育係(中央公民館） 連絡先 72-3266

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

02

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

市民の学びを支える

実行計画 01 中央公民館活動事業の充実と連携社会教育推進計画

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

高
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

昭和５３年建設の茅野市中央公民館の施設維持管理を行います。
生涯学習の場であり、出会いの場であり、成果発表の場である中央公民館を多くの市民に気持ちよく使用いただくよ
う維持・管理及び修繕等を行っていきます。
また、老朽化を踏まえ、施設の今後の在り方の検討が必要となっています。

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 08010302

事務事業名 公民館施設管理事業 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 02

01 社会教育の推進

基本計画② 02

項 05 目 05予 算 事 業 名 会計コード 01 款 10

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

中央公民館は、建築から41年が経過し、施設の経年劣化や機械・器具・備品類の故障等が現れてきています。これら
の修理、補修、更新が必要です。また、施設利用者は年間約45,000人以上であり、生涯学習都市としての重要な施設
であることから、今後も良好に維持管理することが必要です。

事業 03公民館施設管理費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

茅野市中央公民使用者

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）



担 当 部 署 生涯学習部 生涯学習課 教育係(中央公民館） 連絡先 72-3266

事務事業名 公民館施設管理事業 事業期間 年度 係内番号～ 02

最終評価責任者 藤森　隆 藤森　隆

最終評価年月日 2019年5月17日 2020年7月3日

作成担当者 田中ひろみ 辻井まどか

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

　予防修繕の観点から、計
画的かつ早めの修理補修
を行うことにより長寿命化
を図っていく。
　次年度において講堂非
常用照明修繕、ＰＣＢ含有
物処分予定。
 
　利用者からの調理室外２
部屋への冷房設置要望が
強くある。温度記録を実施
中。
　体育室白熱電球のＬＥＤ
更新。電気料節減のほか
室温下げ効果も大きい。
　講堂水銀灯のＬＥＤ更
新。

　公共施設管理計画により
今後の対応検討。

　予防修繕の観点から、計
画的かつ早めの修理補修
を行うことにより長寿命化
を図っていく。
　次年度は点検の際に大
規模な修繕を必要とする
指摘が無かったが、今後も
老朽化が進んでいくため、
必要な工事については計
画を立てて実施する。 予
算策定時に間に合わな
かった工事については緊
急性を確認しながら実施す
る。
　
　公共施設管理計画により
今後の対応検討。

拡大 拡大

拡充 拡充翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

課
　
題

　建物・設備の老朽化（予測
できない機器故障。設備点
検時には指摘事項が必ず発
生。消防ポンプ用自家発電
機は故障時修繕困難との指
摘あり。ＰＣＢ含有物保管。
利用者からの冷房設置要
望。水銀灯の更新　等）　　老
朽化に伴う今後の建替等の
検討

　建物・設備の老朽化によ
り、予測できない機器故障や
設備点検時には指摘事項が
必ず発生している。消防ポン
プ用自家発電機は故障時修
繕困難との指摘あり。今後建
替・設備の入替等の検討が
必要。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

　エアコン、消防機器等予
期しない故障による修繕対
応に追われた。　施設点検
により外壁、側溝蓋等、早
期修繕対応した。　複数利
用者からの「寒い、暗い」と
の指摘により、ロビーにス
トーブ増、トイレドア補修等
を流用等により対応した。

　体育室のＬＥＤ化につい
ては交換後に調整を行い、
利用者が使いやすい状態
になるよう工事を行った。
保管していたＰＣＢ含有物
については廃棄した。来年
６月までに報告を行い手続
きが完了となる。

2022年度

成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

　設備関係緊急修繕対応
及び予定工事の他、県道
工事に伴い老朽化の目立
つバス待合所を地元区長
会等に諮ったうえで撤去。
利用者からの要望の多い
駐車場白線引き等を流用
等により実施した。
　エアコン故障等による貸
室制限もあったが、利用者
数に影響はでなかった。
 
 
  

　定期交換が必要なもの
の交換のほか、体育室照
明をＬＥＤランプに取り換え
るなど、今後当面現施設を
維持するための整備を
行った。年度初めに職員に
よる全体の点検を実施す
る他、毎日の見回りや利用
者からの指摘により状況を
確認している。



1

2

3

1

2

施策の
柱CD

0301

0101

0102

計画名称

教育大綱

生涯学習推進指針

達成率 ％ －　 －　 －　 －　 －　

備

考

目標
－

実績

達成率 ％ 101.54 94.31 －　 －　

実績 66 61

－　

成
果
指
標

公民館報による情報提
供率

目標
％

65 65 65

達成率 ％ －　 －　 －　 －　

－　

－

実績

－　 －　

－

目標
－

－
達成率 ％ －　 －　 －　

達成率 ％ 100.00 100.00 －　 －　

目標
－

実績

実績 12 12 

活
動
指
標

館報発行回数

目標
回

12 12 12 

一 般 財 源 円 1,760,755 2,425,198 3,436,000

財

源

内

訳

－　

その他特定財源 円

地 方 債 円

国 庫 支 出 金 円

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）

項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 1,760,755 2,425,198 3,436,000

県 支 出 金 円

成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

変更

履歴

最終目標値

公民館報による情報提供
公民館報による情報提

供率
％ 65

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

公民館報情報による参加者／講座アンケー
ト回答者

同上

意 図
（どんな状態にしたいか）

公民館活動やコミュニティ活動の情報、地域の話題や課題の情報を誰もが同じように得られ、多くの方に読んでいた
だけるようにする。
公民館報により公民館事業が推進されるようにする。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

毎月１回公民館報を発行し、広報ちのに挟み込み、区長を通じて市民に配布する。入区していない市民に対しては、
コンビニ、金融機関等で情報を入手できるようにする。
１０地区から１名ずつ広報専門委員を選出していただき、毎月編集委員会を開催。ベテランの委員も多いことから専
門的かつ市民目線での意見をいただいて編集する。また、専門委員からの寄稿文も掲載する。

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

市民への情報提供

変更

履歴

館報発行回数 回 月１回×12月＝12回 12

担 当 部 署 生涯学習部 生涯学習課 教育係(中央公民館） 連絡先 72-3266

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

02

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

市民の学びを支える

実行計画 01 中央公民館活動事業の充実と連携社会教育推進計画

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

高
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

中央公民館や地区公民館、分館活動の周知・報告や、市民への学習情報の提供、生活の話題や地域の課題の調査・提
唱等の記事を掲載した公民館報を月１回発行している。

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 08010303

事務事業名 公民館報発行事業 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 03

01 社会教育の推進

基本計画② 02

項 05 目 05予 算 事 業 名 会計コード 01 款 10

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

公民館やコミュニティ活動の情報、地域の話題や課題を提供することにより、公民館活動やコミュニティ活動へ参加
する機会を増やし、公民館活動の原点である「地域づくり」や「仲間づくり」を進める。平成１７年度から各戸配布
の事務量を減らす為、広報ちのに挟み込む形で配布している。

事業 04公民館報発行事業費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

市民全般

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）



担 当 部 署 生涯学習部 生涯学習課 教育係(中央公民館） 連絡先 72-3266

事務事業名 公民館報発行事業 事業期間 年度 係内番号～ 03

最終評価責任者 藤森　隆 藤森　隆

最終評価年月日 2019年5月17日 2020年7月3日

作成担当者 長谷川美帆 吉澤　秀樹

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

　より多くの方に読んでい
ただけるよう内容、紙面レ
イアウト等を工夫していく。

　講座や事業の開催周知
と併せて、公民館報ならで
はの学習的要素記事もな
るべく取り入れていく。

　広報未配布者への対応
として、公民館報のＨＰ掲
載、コンビニ、金融機関等
に配布していることを周知
していく。

　写真をできるだけ多く使
用するなど、より多くの方
に読んでいただけるよう内
容、紙面レイアウト等を工
夫していく。

　講座や事業の開催周知
と併せて、公民館報ならで
はの学習的要素記事もな
るべく取り入れていく。

　広報未配布者への対応
として、公民館報のＨＰ掲
載、コンビニ、金融機関等
に配布していることを、「広
報ちの」と併せて周知して
いく。

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

課
　
題

　より多くの方に読んでい
ただくための工夫。
　未入区者への情報周知。

　より多くの方に読んでい
ただくための工夫。
　未入区者への情報周知。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

　講座等の開催周知だけ
でなく、講座後記事により
広く内容を周知した。
　広報専門委員会を毎月
開催し、市民との協働によ
り制作している。
　子ども対象講座は学校と
の連携により周知をはかっ
た。

　講座等の開催周知だけ
でなく、講座後記事により
広く内容を周知すること
で、次回、同じ講座を開催
する際の参加者増に繋が
る。
　広報専門委員会を毎月
開催し、市民との協働によ
り制作している。

2022年度

成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

　公民館講座、事業周知の
ために月1回の発行は継
続。また、広報ちのへの折
込は作業量軽減のため有
効。
　講座受講の多くは公民館
報情報と知人からの誘い
による。新規講座の申込に
ついても館報周知による申
込者が多かった。

　公民館講座の参加者の
多くは公民館報から情報を
得ているため、多くの方に
見ていただいていると考え
られる。その他公民館事業
の周知についても有効な
手段である。



1

2

3

1

2

01 社会教育の推進

基本計画② 02

項 05 目 05予 算 事 業 名 会計コード 01 款 10

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

健康、芸術、伝統等の幅広い分野にわたり各種講座を開設している。急激に変化する市民の学習要求を的確に把握
し、団体育成のため各種講座の開講や新しい事業の開発を考えていく必要がある。また、時代に即した生活課題や地
域課題を捉えた講座の開設も公民館の使命である。

事業 05公民館講座事業費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

講座参加者

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 08010304

事務事業名 公民館講座事業 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 04

担 当 部 署 生涯学習部 生涯学習課 教育係(中央公民館） 連絡先 72-3266

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

02

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

市民の学びを支える

実行計画 01 中央公民館活動事業の充実と連携社会教育推進計画

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

高
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

「いつでも　どこでも　だれでも学べる」を公民館活動の基本として、市民の様々な学習要求に応え、教養、趣味、
技術、地域課題・生活課題等の幅広い学習講座を開催している。
生涯学習活動を実践して豊かな生活を送る生涯学習社会の発展のため、趣味を広げ生活を豊かにする講座や、健康の
ための運動講座を開催するほか、地元「茅野」を知り、愛着をもち、ゆくゆくはまちづくりにも関わってもらいたい
と考え、地元を学ぶ講座を「茅野学講座」と称し、開催しています。

同上

意 図
（どんな状態にしたいか）

多くの方に講座を受講してもらい、地域課題へ関心を持ち、人とのつながりを築き、趣味を広げるきっかけとしても
らいたい。特に若い世代の方の公民館活動への参加が少ないため、若い世代の方の公民館活動への参加者を増やす。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

講座を受講し次につながるには、ただ受講数が増えるだけではなく受講した講座の満足度を上げることが重要とな
る。そのため、アンケートの実施や講座終了時の聞き取りにより市民ニーズを的確に把握し、新しい講座を開設して
いく必要がある。
また、若い世代の公民館活動への参加者を増やすため、一つのきっかけとしてわかもの対象講座を開設し、公民館を
認知してもらうとともに、公民館活動を通じて仲間作りをしてもらう。

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

新しい講座数

変更

履歴

新講座数割合 ％ 当年度新講座数/当年度講座数 33

わかもの対象の講座の開設
わかもの対象講座開設

数
回 講座開設の有無 2

最終目標値

講座参加者の満足度 講座参加者満足度 ％ 100

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

講座終了時アンケートによる満足者数／ア
ンケート回答者数

成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

わかもの対象講座の受講率
わかもの対象講座受講

率
％ 100

変更

履歴

わかもの対象講座受講者数／わかもの対象
講座定員

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）

項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 1,623,360 1,024,237 1,729,000

県 支 出 金 円

国 庫 支 出 金 円

その他特定財源 円 226,000 191,000 200,000

地 方 債 円

実績 33 33 

活
動
指
標

新講座数割合

目標
％

33 33 33 

一 般 財 源 円 1,397,360 833,237 1,529,000

財

源

内

訳

－　達成率 ％ 100.00 100.00 －　 －　

1 0

目標
回

2 2 2

実績

実績

－　 －　

－

目標
－

わかもの対象講座開設
数

達成率 ％ 50.00 0.00 －　

実績 96 95

－　

成
果
指
標

講座参加者満足度

目標
％

100 100 100

達成率 ％ －　 －　 －　 －　

－　

わかもの対象講座受講
率

目標
％

100 100 100

実績

達成率 ％ 96.00 95.00 －　 －　

136 0
達成率 ％ 136.00 0.00 －　 －　 －　

備

考

2018年度のわかもの対象講座は通年講座のわかもの放課後倶楽部であるが、2019年度以降のわかもの対象講座は通年講座ではなく、
短期の講座を想定している。

施策の
柱CD

0301

0101

0102

計画名称

教育大綱

生涯学習推進指針



事務事業名 公民館講座事業 事業期間 年度 係内番号～ 04

担 当 部 署 生涯学習部 生涯学習課 教育係(中央公民館） 連絡先 72-3266

2022年度

成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

　アンケート有効回答数
362のうち、大変満足199、
満足150、どちらでもない
11、不満1、大変不満1で
あった。
　
　わかもの放課後倶楽部
は、受講者数（登録者数）
は多かったが、各回の出
席者数は少なかった。

アンケート有効回答数363
のうち、大変満足172、満
足174、どちらでもない13、
不満4、大変不満0であっ
た。

わかもの放課後倶楽部は
新型コロナウイルス感染症
の影響もあり中止とした
が、出席予定者は少な
かった。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

　満足度の目標は100％で
達成はできていないが、大
変満足が55％と高く、満足
度の高い受講者の割合が
多い結果となった。

新規講座も一定程度組み
込むことができ、講座参加
者の満足度が高い状況は
継続できている。

課
　
題

　わかもの対象講座は、通
年講座のわかもの放課後
倶楽部の出席率が22.3％
と低く、開催形態の抜本的
見直しが必要である。

髙い満足度は維持できて
いるが、生活課題や地域
課題を捉えた講座をもう少
し実施したい。
わかもの対象講座の抜本
的な見直しが必要である。

現状維持

拡充 拡充翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

最終評価年月日 2019年5月17日 2020年7月3日

作成担当者 佐々木敏明 吉澤　秀樹

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

　一般講座は、引き続きアン
ケート等によりニーズを把握
するほか、開催するなかで必
要な修正を加えながら受講者
に満足してもらえるように工夫
していく。
　わかもの対象講座は、これ
までの通年講座で自分たちで
活動内容を決めていくという
形態が上手くいかなかったこ
とから、短期の講座とし、内容
も公民館で決めてから募集す
る形態に変更する。しかし、短
期の講座とすると、「人とのつ
ながりを作る」、「社会参加の
機会とする」といった目的から
離れてしまう懸念があるた
め、そこにどう近づけていくか
が課題となる。

　一般講座は、引き続きア
ンケート等によりニーズを
把握するほか、開催するな
かで必要な修正を加えな
がら受講者に満足してもら
えるように工夫していく。わ
かもの講座は、工夫をしな
がら3年間実施したもの
の、参加者が減少している
ため、今年度で一区切りと
する。今後は、わかものの
ニーズを把握し、多くの若
者が参加しやすい講座を
開講し、「人とのつながりを
作る」、「社会参加の機会
とする」といった目的を目
指していく。

現状維持

最終評価責任者 藤森　隆 藤森　隆



1

2

3

1

2

01 社会教育の推進

基本計画② 02

項 05 目 05予 算 事 業 名 会計コード 01 款 10

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

「茅野市高齢者大学」に約150人の学生が5月から10月の継続的講座に参加している。また、「地区学部」では11月か
ら2月に約70名が継続的講座に参加しています。地域において高齢化が進む中、年齢を問わない生涯学習の重要性は
ますます高まっていることが背景として挙げられる。平成30年度で45回目を迎える事業です。

事業 06高齢者教育推進事業費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

高齢者大学受講生

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 08010305

事務事業名 高齢者大学事業 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 05

担 当 部 署 生涯学習部 生涯学習課 教育係(中央公民館） 連絡先 72-3266

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

02

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

市民の学びを支える

実行計画 01 中央公民館活動事業の充実と連携社会教育推進計画

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

中
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

高齢者が、教養、技能、体育レクレーション等の学習を通し、その年齢にふさわしい社会的能力を高めるとともに仲
間づくりの輪を広げ、健康で生きがいのある生活を送ることができるために「茅野市高齢者大学」を中央公民館にお
いて５月～10月に開設している。  また遠隔地、農繁期のため通学できない人のため、泉野、湖東、北山地区につい
ては11月～2月に「茅野市高齢者大学地区学部」を開設している。

おおむね６０歳以上の市内在住者

意 図
（どんな状態にしたいか）

今後益々高齢化が進む中「生きがい」や「張りのある」生活ができる生涯学習社会を築くため、講座が一定規模の受
講者により開催されることで知の循環が進む。また、高齢者の仲間づくりとなる。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

受講生の要望も踏まえた上で、教養･技能･運動講座を開設する。適宜適切な内容の講座を開催し、生涯にわたり学び
続ける意欲を満たす内容にする。また、わかりやすい内容にする。
仲間づくりの面から、研修旅行や楽しい企画も取り入れていく。
受講生がほとんど自家用車にて来館されることから、駐車場の関係で中央公民館開催の受講生の受入れ上限を150人
としている。

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

講座に参加することで、新しい知識を
習得できる場を設ける

変更

履歴

高齢者大学教養講座の
うち、新規講座

％
新規講座により興味関心を持ってもらう
当年度新講座数/当年度講座数

30

最終目標値

高齢者大学受講者数 高齢者大学参加者数 人 210

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

参加者数（中央公民館と地区学部の参加者
数　定員150+60）

成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

変更

履歴

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）

項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 928,782 1,060,271 1,317,000

県 支 出 金 円

国 庫 支 出 金 円

その他特定財源 円 217,500 225,500 230,000

地 方 債 円

実績 40 43 

活
動
指
標

高齢者大学教養講座の
うち、新規講座

目標
％

30 30 30 

一 般 財 源 円 711,282 834,771 1,087,000

財

源

内

訳

－　達成率 ％ 133.33 143.33 －　 －　

目標
－

実績

実績

－　 －　

－

目標
－

－
達成率 ％ －　 －　 －　

実績 215 165

－　

成
果
指
標

高齢者大学参加者数

目標
人

210 210 210

達成率 ％ －　 －　 －　 －　

－　

－

目標
－

実績

達成率 ％ 102.38 78.57 －　 －　

達成率 ％ －　 －　 －　 －　 －　

備

考

地区学部経費を地区事業に計上していたが、2019年度から当該事業に計上するよう変更した。

施策の
柱CD

0301

0101

0102

計画名称

教育大綱

生涯学習推進指針



事務事業名 高齢者大学事業 事業期間 年度 係内番号～ 05

担 当 部 署 生涯学習部 生涯学習課 教育係(中央公民館） 連絡先 72-3266

2022年度

成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

　本学（中央公民館実施）
145人、3地区学部70人
（泉野20人・北山31人・湖
東19人）計215人が参加。
　本学は微減傾向だが、ほ
ぼ定員となっている。
　地区学部は減少傾向が
続いている。

　本学（中央公民館実施）
121名、2地区学部（「冬の
講座」湖東20名・北山24
名）計165名が参加。
　本学は微減傾向が継続
している。
　地区学部は3から2地区と
した。全体的には微減傾向
である。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

　講座の企画から運営等を
市民運営委員と一緒に進
めることができた。また、学
生自治会の見直しにより受
講生負担軽減を図った。

　参加者からは概ね満足
の評価をいただいている。

　講座の企画から運営等を
市民運営委員とともに進め
ることができた。学生自治
会を中心に受講の準備等
を行った。
　受講者アンケートの結果
では、回答者の６６％が満
足、２．４％が不満足と回
答している。

課
　
題

 地区学部の見直し
（受講生の減少がみられ受
講生確保に苦心している。
特に泉野は新入生が複数
年無い。地区外受講生の
増加）

　男性参加が少ない。（本
学全体の約26％）

　地区学部の見直しを行
い、北山・湖東２学部で市
全体からの募集とした。全
市からの募集としたので、
中央公民館を会場としてい
く方向を検討する。
　本学では、1年次から2年
次への進級時に減少率が
高い。

現状維持

拡充 拡充翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

最終評価年月日 2019年5月17日 2020年7月3日

作成担当者 行田　喜信 赤羽　秀俊

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

　高齢化が進む中、生涯に
わたる学びと仲間づくりの
場となっている。
　教養・技能講座の内容を
常に検討し高齢者の生活
に役立つ幅広いジャンル
の講座開催に努めていく。

　次年度から募集時に公
民館報にて開講日程と教
養講座内容詳細を周知。
継続受講希望者に興味関
心をもってもらうとともに新
規受講生増を図っていく。
　
　地区学部は、開催地区と
運営体制、講座内容を見
直して実施する。

　高齢化が進む中、生涯に
わたる学びと仲間づくりの
場になっている（最高齢94
歳、最年少61歳、平均年
齢74.4歳）。
　教養講座・技能講座とも
に内容を常に検討し、高齢
者の生活や時代の流れに
沿った講座開設に努めて
いく。

　開設講座の内容や日程
について公民館報等で周
知するとともに、新規講座
の開拓を進め、継続受講
を促していく。

　冬の講座については、中
央公民館での開催としてい
く。

現状維持

最終評価責任者 藤森　隆 藤森　隆



1

2

3

1

2

施策の
柱CD

0301

0101

0102

計画名称

教育大綱

生涯学習推進指針

達成率 ％ 115.00 97.00 －　 －　 －　

備

考

目標
％

100 100 100

実績

達成率 ％ 107.00 89.00 －　 －　

115 97

実績 107 89

－　

成
果
指
標

講座受講者割合

目標
％

100 100 100

達成率 ％ 100.00 100.00 －　 －　

－　

講演会参加者割合

実績 1 1

－　 －　

講演会実施回数

目標
回

1 1 1

館報記事掲載回数
達成率 ％ 100.00 100.00 －　

達成率 ％ 100.00 50.00 －　 －　

1 1

目標
回

1 1 1

実績

実績 4 2 

活
動
指
標

講座、研修開設回数

目標
回

4 4 4 

一 般 財 源 円 45,713 45,619 46,000

財

源

内

訳

－　

その他特定財源 円

地 方 債 円

国 庫 支 出 金 円 25,000 25,000 25,000

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）

項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 70,713 70,619 71,000

県 支 出 金 円

成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

講演会参加者 講演会参加者割合 ％ 100

変更

履歴

申込者数/定員数

館報記事掲載 館報記事掲載回数 回 公民館報への人権啓発特集記事の掲載回数 1

最終目標値

講座受講者 講座受講者割合 ％ 100

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

申込者数/定員数

同上

意 図
（どんな状態にしたいか）

あらゆる差別を許さず、市民一人ひとりの人権が尊重されている状態。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

館報への啓発記事の掲載や講座の開設等を通して、人権尊重意識の高揚に努める。

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

講座、研修開設

人権講演会 講演会実施回数 回 講演会実施数 1

変更

履歴

講座、研修開設回数 回 講座、研修開設数 4

担 当 部 署 生涯学習部 生涯学習課 教育係(中央公民館） 連絡先 72-3266

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

02

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

市民の学びを支える

実行計画 01 中央公民館活動事業の充実と連携社会教育推進計画

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

中
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

人権教育について、身近な課題をテーマに啓発を行い、あらゆる差別を許さず、市民一人ひとりの人権が尊重される
「まちづくり」を進める。

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 08010306

事務事業名 人権教育事業 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 06

01 社会教育の推進

基本計画② 02

項 05 目 05予 算 事 業 名 会計コード 01 款 10

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

人権は、人々が幸せに生活するための権利であり、すべての人に共通する権利であることから、茅野市公民館報によ
る啓発活動、高齢者大学での講座や研修、一般講座での講演会等で積極的に取り組んでいる。

事業 07公民館人権教育事業費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

市民

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）



担 当 部 署 生涯学習部 生涯学習課 教育係(中央公民館） 連絡先 72-3266

事務事業名 人権教育事業 事業期間 年度 係内番号～ 06

最終評価責任者 藤森　隆 藤森　隆

最終評価年月日 2019年5月17日 2020年7月3日

作成担当者 野澤幹雄 野澤幹雄

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

  新たな内容を数多く増や
していくのではなく、内容を
充実させ、質的な向上に努
める。そのためには、参加
者が記したアンケートによ
く目を通し、思いを読み取
り、その思いをそれぞれの
事業に生かす工夫をし、満
足度を上げていく必要があ
る。

　人権意識の拡充とは、知
識を豊かにすることではな
く、真の感性を培うことであ
ると捉え、限られた回数の
中でバランスのとれた啓発
を行っていく必要がある。

現状維持 現状維持

拡充 拡充翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

課
　
題

計画した講座や研修会に
おいては、いずれの内容に
おいても高い達成率をめざ
したい。人権に対する市民
の意識や関心事にしっかり
と目を向け、更に質の高い
講座・研修会・講演会とな
るよう、一層の工夫に努め
たい。

　講座や講演会に参加さ
れた方の感想や要望等か
ら、取り組みの成果と意識
の現状を把握すると共に、
それらの声を今後の取り組
みにどのように役立ててい
くかを考えていく必要があ
る。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

戦時下における平和の尊
さを考える講演会と研修会
とをセットにした内容で計
画を進めた事により、人間
の尊厳に対する認識を深
める事ができた。介護医療
や相続の問題、病と闘う生
き方からは、人としての幸
せを考える事に繋がった。

　核兵器根絶に取り組んで
来られた講師を招聘し、真
の平和と人間の尊厳につ
いて考え合った。また、超
高齢社会の中で護られる
べき高齢者の人権につい
て法律の面から認識を深
めた。学校との連携では、
人に支えられて生きる幸せ
について学べた。

2022年度

成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

  3講座1研修1講演会の申
込者割合は平均で111％とい
う達成率となったが、講座別
の参加者実数で見ると達成
率にバラつきが見られた。
（「戦争遺跡から学ぶ講座」
102％、介護医療問題を考え
る講座」122％、「身近な法律
講座」98％、「戦争遺跡現地
研修」88％、「出前人権講演
会」115％）

  2講座1講演会の申込者割
合は平均115％であったが、
参加実数割合では「高齢大
教養講座」84％、「身近な法
律講座」93％、「出前人権講
演会」97％ と目標を下回っ
た。（７月の高齢大では、猛
暑で体調を崩された高齢者
の欠席が目立った。11月の
出前講座、1月の法律講座で
は、ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞの流行が欠席
増につながった。）



1

2

3

1

2

施策の
柱CD

0301

0202

0102

計画名称

教育大綱

生涯学習推進指針

達成率 ％ 75.00 74.00 －　 －　 －　

備

考

目標
点

1,000 1,000 1,000

実績

達成率 ％ 88.33 91.67 －　 －　

750 740

実績 53 55

－　

成
果
指
標

音楽祭・芸能祭参加団
体数

目標
団体

60 60 60

達成率 ％ －　 －　 －　 －　

－　

芸術祭出品点数

実績

－　 －　

－

目標
－

芸術文化協会会議年間
開催回数

達成率 ％ 105.88 117.65 －　

達成率 ％ 100.00 100.00 －　 －　

18 20

目標
回

17 17 17

実績

実績 10 10 

活
動
指
標

芸術祭運営委員会年間
開催回数

目標
回

10 10 10 

一 般 財 源 円 1,427,414 1,426,723 1,671,000

財

源

内

訳

－　

その他特定財源 円

地 方 債 円

国 庫 支 出 金 円

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）

項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 1,427,414 1,426,723 1,671,000

県 支 出 金 円

成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

芸術祭出品点数 芸術祭出品点数 点 740

変更

履歴

総出品点数（菊花展含まず）

芸術文化協会会議の開催
芸術文化協会会議年間

開催回数
回

総会１回、役員会6回、芸術祭関係会議(上
記1)出席13回

20

最終目標値

音楽祭・芸能祭参加団体数
音楽祭・芸能祭参加団

体数
団体 55

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

音楽祭・芸能祭の参加団体数

日頃から市内を拠点として、芸術文化活動に関係している個人や団体

意 図
（どんな状態にしたいか）

市内において芸術・文化に関係している団体の活動が活発になる。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

市芸術文化協会との共催事業として開催し、企画の段階から市民参加いただくとともに主催者として会議にも出席い
ただく。　参加団体の代表者からなる運営委員会を組織し、参加者も主催側の一員として、協働手法により運営す
る。
市内で活動している個人や団体へ呼びかけをし、出品点数、参加団体の確保を図る。
講座・高齢者大学における作品も成果として出品する。

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

芸術祭(音楽祭・芸能祭・作品展示)運
営委員会の開催

変更

履歴

芸術祭運営委員会年間
開催回数

回
説明会・運営委員会・反省会(音楽祭4回・
芸能祭4回・作品展示2回)

10

担 当 部 署 生涯学習部 生涯学習課 教育係(中央公民館） 連絡先 72-3266

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

02

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

学びの成果の活用を支える

実行計画 01 中央公民館活動事業の充実と連携社会教育推進計画

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

中
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

市内の公民館等を拠点に活動している市民の学習成果を発表する場を提供する事業。
中央公民館や地区公民館、分館等で活動している団体や個人等幅広く市民から参加、作品を募り、市民館での音楽
祭、芸能祭及び茅野市中央公民館全館を使用して作品を展示する芸術祭を開催している。また、菊花展を茅野市秋楽
会と協力して開催している。

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 08010307

事務事業名 芸術祭等事業費 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 07

01 社会教育の推進

基本計画② 02

項 05 目 05予 算 事 業 名 会計コード 01 款 10

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

公民館活動を行っている団体や個人に、日頃の学習成果を発表する場を提供し、学習意欲向上と団体等の活動周知に
つなげる。

事業 08芸術祭等開催事業費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

市民

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）



担 当 部 署 生涯学習部 生涯学習課 教育係(中央公民館） 連絡先 72-3266

事務事業名 芸術祭等事業費 事業期間 年度 係内番号～ 07

最終評価責任者 藤森　隆 藤森　隆

最終評価年月日 2019年5月17日 2020年7月3日

作成担当者 矢澤しほり 矢澤しほり

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

　市民活動における発表の
場として定着している。より
市民自らによる発表の場と
なるように努めていく。
　
　共催者である芸術文化
協会の主体的活動支援に
より、一緒に課題解決を
図っていく。

　作品展示においては展
示方法の見直しをはかる。
併せて解散した団体の個
人出品呼びかけ等行う。ま
た、催し・体験コーナーに
音楽部門等の参加を募る
等して、新たな発表の場、
新規観客増等を図ってい
く。

　市民活動における発表の
場として定着している。より
市民自らによる発表の場と
なるように努めていく。
　
　共催者である芸術文化
協会の主体的活動支援に
より、一緒に課題解決を
図っていく。

　作品展示においては展
示点数の見直しをはかる。
併せて解散した団体の個
人出品呼びかけ等を引き
続き行う。また、催し・体験
コーナーに音楽部門等の
参加を募る等して、新たな
発表の場、新規観客増等
を図っていく。

現状維持 現状維持

拡充 拡充翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

課
　
題

　参加団体、参加者の高齢
化、固定化及び出品作品
の減少。
　音楽祭・芸術祭は、出演
団体が増えると時間枠調
整が困難となるジレンマも
ある。また、運営について
マンネリ化等の意見があ
る。

　参加団体、参加者の高齢
化、固定化及び出品作品
の減少。
　音楽祭・芸能祭は、出演
団体が増えると時間枠調
整が困難となるジレンマも
ある。また、運営について
マンネリ化等の意見があ
る。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

　芸能祭・音楽祭は、出演
団体数の偏りが運営に支
障となっていたため芸術文
化協会とともに見直しをは
かった。
　団体参加団体等による運
営委員の役割分担を見直
し、より明確化したことでス
ムースな運営ができた。

　音楽祭は、花道の効果に
より鑑賞の人数が増えた。
芸能祭・音楽祭共に最後ま
で鑑賞する人数が増えた。
　参加団体等による運営委
員の役割分担を見直し、よ
り明確化したことでスムー
スな運営ができた。催し・
体験コーナーは多くの団体
の参加があった。

2022年度

成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

　芸能祭26団体476人、音楽
祭27団体460人が参加。ほ
ぼ例年通りの参加となった。
作品展示は750点で対前年
比△60点であり減少傾向と
なっている。菊花展は約150
点出品。
　共催者の芸術文化協会役
員が自発的に各会議に出席
され、より市民による芸術祭
としての開催が図れた。

　芸能祭27団体532人、音楽
祭28団体434人が参加。例
年通りの参加となった。　作
品展示は740点で対前年比
△70点であり減少傾向となっ
ている。菊花展は約150点出
品。場所を中央公民館に移
した。
　共催者の芸術文化協会役
員が自発的に各会議に出席
され、より市民による芸術祭
としての開催が図れた。



1

2

3

1

2

施策の
柱CD

0301

0303

0103

計画名称

教育大綱

生涯学習推進指針

達成率 ％ 97.50 98.75 －　 －　 －　

備

考

2018年は地区高齢者大学の事業費が含まれているが、地区講座・事業実施数からは地区高齢者大学を除いてある。2019年からは地区
高齢者大学の予算は、高齢者教育推進事業費に移っている。

目標
分館

80 80 80

実績

達成率 ％ 83.33 66.67 －　 －　

78 79

実績 50 40

－　

成
果
指
標

地区講座・事業実施数

目標
件

60 60 60

達成率 ％ －　 －　 －　 －　

－　

研修会参加分館数

実績

－　 －　

－

目標
－

分館職員研修会回数
達成率 ％ 100.00 100.00 －　

達成率 ％ 100.00 100.00 －　 －　

1 1

目標
回

1 1 1

実績

実績 12 12 

活
動
指
標

地区職員会回数

目標
回

12 12 12 

一 般 財 源 円 2,876,111 2,567,578 3,076,000

財

源

内

訳

－　

その他特定財源 円 102,400 8,250 65,000

地 方 債 円

国 庫 支 出 金 円

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）

項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 2,978,511 2,575,828 3,141,000

県 支 出 金 円

成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

分館職員研修会参加分館数 研修会参加分館数 分館 80

変更

履歴

全80分館全ての出席を目指す

分館職員研修会の開催 分館職員研修会回数 回 年１回 1

最終目標値

地区で開催される講座・事業件数 地区講座・事業実施数 件 60

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

10地区公民館で開催された講座及び事業件
数

同上

意 図
（どんな状態にしたいか）

講座参加者及び事業への参加者が増加し、市民の交流や生涯学習活動が活発になること。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

各地区住民のニーズに応え、地区の実情に合った講座や事業を開催する。
毎月開催される地区職員会等により、他の地区館及び本館との情報及び課題の共有を図るとともに、お互いが切磋琢
磨しあえるにようにする。
新しく公民館役員になられた方々を対象として研修会を開催し、公民館活動について知ってもらうとともに、今後の
活動に役立てていただける情報を提供する。併せて活動に役立てていかれるよう研修会資料の充実を図る。

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

地区職員会回数

変更

履歴

地区職員会回数 回 月１回 12

担 当 部 署 生涯学習部 生涯学習課 教育係(中央公民館） 連絡先 72-3266

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

02

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

つながりを支える

実行計画 01 地区公民館・分館事業の充実と連携社会教育推進計画

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

高
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

平成17年度、地区公民館を充実するため公民館の機構改革が行われ、本館から公民館主事が出てCCとの兼務職とな
り、各地区に即した講座や地域課題の掘り起こし等、地区の要望に応えられる体制としています。　また、公民館事
業をより身近な地区公民館で行うことにより生涯学習活動の推進を図っています。
地区公民館では、地区の実情に合わせた文化、スポーツ事業、地区公民館講座等を実施することで、地域住民の交流
の場と機会を設けています。

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 08010308

事務事業名 地区公民館事業 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 08

01 社会教育の推進

基本計画② 02

項 05 目 05予 算 事 業 名 会計コード 01 款 10

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

地域の課題や要望は様々であり社会の変化に伴い公民館活動も変化している中、人と人とのつながり、地域力が見直
されています。地区公民館としての事業を通して、地域の結びつきや連帯、生涯学習の活発化を目指します。
また、各地区の分館長主事連絡会長に地区館長を委嘱しています(中大塩を除く)。生活課題や地域課題を捉えた地区
活動が公民館活動の充実につながることから、本館と地区館、地区館と分館の連携がさらに必要です。

事業 09地区公民館事業費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

地区住民

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）



担 当 部 署 生涯学習部 生涯学習課 教育係(中央公民館） 連絡先 72-3266

事務事業名 地区公民館事業 事業期間 年度 係内番号～ 08

最終評価責任者 藤森　隆 藤森　隆

最終評価年月日 2019年5月17日 2020年7月3日

作成担当者 佐々木敏明 吉澤　秀樹

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

　地区講座数を倍近くに増
やす必要がある。講座を定
期的に開催している地区で
はノウハウも蓄積されてき
ており、担当者が代わって
も継続して開催する傾向が
ある。一方、地区講座を開
催した経験が少ない地区も
あるため、そういった地区
に地区講座開催のサポー
トをしていく必要がある。
　分館職員研修会参加分
館数については、これまで
の経費の中で毎年参加し
たいと思える研修会になる
よう講師の選定や研修のメ
ニューを検討するほか、地
区主事を通して個別に参
加の依頼をしていく。

　講座を定期的に開催して
いる地区ではノウハウも蓄
積されてきており、担当者
が代わっても継続して開催
する傾向がある。一方、地
区講座を開催した経験が
少ない地区もあるため、そ
ういった地区に地区講座開
催のサポートをしていく必
要がある。また、地区職員
会でも話題とし、意見交換
の場を設ける。

現状維持 現状維持

拡充 拡充翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

課
　
題

地区講座数を増やす必要
がある。また、長年役員を
やっている人も参加しよう
と思えるような分館職員研
修会になるよう、内容を充
実させる必要がある。

地区講座について、新しい
講座などにチャレンジでき
るよう本館からもサポート
をしていく必要がある。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

　地区講座は前年より開催
数が減ったが、新規の講座も
あり、また、継続講座もより
良い講座になるよう創意工
夫しながら開催された。
　研修会は、全分館の参加
はならなかったが、各分館か
ら複数人の参加があり、計
292名となった。

　各種スポーツ大会や文
化祭等、地域住民の生き
がいや健康づくり、地域づ
くりなどの場となる事業を
開催した。
　研修会は、全分館の参加
はならなかったが、各分館
から複数人の参加があり、
計302名となった。

2022年度

成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

  地区講座が13。地区事業
が37。地区事業はそれぞれ
の地区の分主会で企画する
ため、数を増やすことは難し
い。地区講座は、地区主事
が主体となって企画するた
め、地区講座数を増やしてい
く必要がある。
  分館職員研修会は、長年
同じ人が役員をやっていると
ころで参加しない館がある。

  地区講座が11。地区事業
が29。地区事業はそれぞれ
の地区の分主会で企画する
ため、数を増やすことは難し
い。地区講座は、地区主事
が主体となって企画するた
め、地区講座数を増やしてい
く必要がある。
  今年度は講座・地区事業と
もに、新型コロナウイルス感
染症予防のため中止したも
のがあり実施数が減少した。



1

2

3

1

2

施策の
柱CD

0301

0303

0103

計画名称

教育大綱

生涯学習推進指針

達成率 ％ 67.92 75.83 －　 －　 －　

備

考

目標
件数

480 480 480

実績

達成率 ％ 97.24 95.69 －　 －　

326 364

実績 564 555

－　

成
果
指
標

実施事業数

目標
件数

580 580 580

達成率 ％ －　 －　 －　 －　

－　

申請事業数

実績

－　 －　

－

目標
－

－
達成率 ％ －　 －　 －　

達成率 ％ 91.25 92.50 －　 －　

目標
－

実績

実績 73 74 

活
動
指
標

交付申請分館数

目標
館

80 80 80 

一 般 財 源 円 7,516,300 9,085,100 7,990,000

財

源

内

訳

－　

その他特定財源 円

地 方 債 円

国 庫 支 出 金 円

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）

項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 7,516,300 9,085,100 7,990,000

県 支 出 金 円

成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

各分館において事業が行われる 申請事業数 件数 480

変更

履歴

分館から交付申請された事業数(お宝マップ
作成事業を含む)

最終目標値

各分館において事業が行われる 実施事業数 件数 580

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

分館実施事業数(お宝マップ作成事業を含
む)

地区公民館長、分館長及び主事

意 図
（どんな状態にしたいか）

実際の活動を担う分館長(地区館長兼務含む)、公民館主事の活動を支援し、分館や地区公民館の運営・機能を将来に
わたり組織として維持・継続されていくようにする。
地域での公民館活動が地域づくりの実践に結びつくように事業支援する。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

事業交付金は、対象となる事業例の紹介、申請書の書き方例の周知等を本館から地区職員に指導する。地区職員は分
館長主事連絡会等で周知し事業を促進する。併せて申請手続きの支援をする。

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

交付申請分館数を増やす

変更

履歴

交付申請分館数 館 申請分館数 80

担 当 部 署 生涯学習部 生涯学習課 教育係(中央公民館） 連絡先 72-3266

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

02

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

つながりを支える

実行計画 01 地区公民館・分館事業の充実と連携社会教育推進計画

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

高
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

当市には、中央公民館1と地区公民館10、各区等に８０の分館(自治公民館)があり、年間を通じ積極的に事業を推進
しています。
分館活動を推進し、地域住民同士や関係団体等の交流や繋がりを深め、協働による地域づくりの実践に結びつけてい
かれるよう支援します。

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 08010309

事務事業名 分館活動促進事業費 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 09

01 社会教育の推進

基本計画② 02

項 05 目 05予 算 事 業 名 会計コード 01 款 10

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

分館は住民に最も身近な公民館であり、各分館の活動が活発に行われてきたことが茅野市の公民館活動の基となって
います。地域の連帯をひろげる学習や伝統行事等の継承により「ふるさと」を見つめた人づくり、地域づくりの取組
となっています。
地域住民から選出された地区館長、分館長及び主事には市の特別職として報酬を支払っています。また、事業の促進
のために事業交付金を交付しています。

事業 10分館活動促進事業費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

地域住民

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）



担 当 部 署 生涯学習部 生涯学習課 教育係(中央公民館） 連絡先 72-3266

事務事業名 分館活動促進事業費 事業期間 年度 係内番号～ 09

最終評価責任者 藤森　隆 藤森　隆

最終評価年月日 2019年5月17日 2020年7月3日

作成担当者 田中　ひろみ 辻井まどか

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

分館活動を継続し、さらに
活発に事業が行えるよう分
館長・主事への報酬及び
実施事業への交付金によ
り支援していく。

各地区職員は地区分主会
の事務局として活動を支援
していく。

分館活動を継続し、さらに
活発に事業が行えるよう分
館長・主事への報酬及び
実施事業への交付金によ
り支援していく。

各地区職員は地区分主会
の事務局として活動を支援
していく。

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

課
　
題

　分館役員は1・2年で交代
するため、地区職員、専門
委員による支援が重要。

　分館役員は1・2年で交代
するため、地区職員、専門
委員による支援が重要。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

　交付金申請における事業
年と申請年度の事務煩雑
化解消のため統一化した。
　
　各分館事業に役立ててい
ただくよう講師名簿を更新
し全分館に配布した。、（原
則3年毎に更新していく）

　交付金申請における事業
年と申請年度を統一化した
ため、わかりやすくなった。

2022年度

成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

　80分館中73分館の事業
交付金申請があった。対前
年比△3分館。
　全分館で564件(対前年
△15)の事業を実施。平均
7件実施。内、事業交付金
申請は326件（対前年△
41）。減原因は申請年度の
見直しによる。

　80分館中74分館の事業
交付金申請があった。対前
年比+１分館。
　全分館で555件(対前年
△9)の事業を実施。平均7
件実施。内、事業交付金申
請は364件（対前年+38）と
なった。交付金申請につい
ては前年度から請求年度
を変更（４月～３月を１月～
１２月）したことで増加し
た。



1

2

3

1

2

01 社会教育の推進

基本計画② 02

項 05 目 05予 算 事 業 名 会計コード 01 款 10

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

　地域社会の人間関係の希薄化や孤立化が指摘されるなか公民館の役割は一層重要となっています。公民館は、社会
に役立つ生涯学習を組織的に展開するとともに住民の自主的、主体的な活動拠点としてグループ活動の支援を進めて
いく必要があります。　現在の専門委員の多くは複数任期を務めていただいており本館・地区館・分館のパイプ役と
して、また地域のリーダーとして公民館活動を推進いただいています。
　職員は、県及び郡の公民館協議会に参加し、研修や交流を通じて、資質向上と連絡調整を図っています。

事業 02公民館運営費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

住民

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 08010301

事務事業名 公民館運営事業 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 01

担 当 部 署 生涯学習部 生涯学習課 教育係(中央公民館） 連絡先 72-3266

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

02

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

複数の柱にまたがる事業

実行計画 01 公民館の運営と機能の充実社会教育推進計画

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

高
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

　公民館は住民にとって身近な生涯学習の拠点施設であり、各種グループの団体活動やコミュニティ活動を活性化す
るため、学習の機会と場を提供しています。　　併せて、各地区の住民から選出され、公民館事業の専門的な企画運
営を担当する専門委員(10地区30名)が熱心に公民館活動の推進に取り組んでいます。　また、企画実施された事業
は、中央公民館長の諮問に応じ公民館運営審議会(15名)で調査審議をし、更なる改善に繋げています。

住民による自主的・主体的グループ(社会教育関係団体等)、
公民館専門委員、審議会委員

意 図
（どんな状態にしたいか）

生涯学習を継続して行っていかれるようにするため、住民の主体的・自主的学習活動団体である社会教育関係団体の
活動を支援していく。　公民館活動の活性化のため、専門委員の活動を支援していく。　審議会は年４回開催し更な
る改善につなげる。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

　高齢化等により解散するグループも多いなか、継続して活動ができ、学びが社会に還元されるよう社会教育関係団
体登録により施設使用面での援助をしていく。継続団体に対しては説明会を毎年開催し、社会教育関係団体としての
活動の確認、啓発等をしていく。新規団体には登録手続説明やヒアリングを通じて丁寧に指導し育成援助する。
　専門委員会は、３つの部会(学習・広報・体レク)毎に担当職員を配置(職員はいずれかの部会を担当)。事務的役割
を担うとともに活動を一層支援し、一緒に活動していく。

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

社会教育関係団体等への支援

変更

履歴

新規登録団体数 団体 １年間に新規登録となった団体数 10

審議会・専門委員会の開催 会議開催数 回
審議会4回、合同2回、学習12回、広報12
回、体レク6回

36

最終目標値

中央公民館年間利用者数
中央公民館年間利用者

数
人 50,000

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

ロビー展・芸術祭等の不特定来館者数は未
把握のため含まず。出前講座人員含まず。

成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

社会教育関係団体等登録数
社会教育関係団体登録

数
団体 335

変更

履歴
※登録団体総数は、解散団体を考慮し目標値を設定

登録団体総数　※

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）

項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 15,824,852 13,617,828 15,139,000

県 支 出 金 円

国 庫 支 出 金 円

その他特定財源 円

地 方 債 円

実績 11 22 

活
動
指
標

新規登録団体数

目標
団体

10 10 12 

一 般 財 源 円 15,824,852 13,617,828 15,139,000

財

源

内

訳

－　達成率 ％ 110.00 220.00 －　 －　

35 26

目標
回

36 36 36

実績

実績

－　 －　

－

目標
－

会議開催数
達成率 ％ 97.22 72.22 －　

実績 49,612 43,703

－　

成
果
指
標

中央公民館年間利用者
数

目標
人

50,000 50,000 50,000

達成率 ％ －　 －　 －　 －　

－　

社会教育関係団体登録
数

目標
団体

335 335 335

実績

達成率 ％ 99.22 87.41 －　 －　

329 322
達成率 ％ 98.21 96.12 －　 －　 －　

備

考

施策の
柱CD

0301

0000

0101

計画名称

教育大綱

生涯学習推進指針



事務事業名 公民館運営事業 事業期間 年度 係内番号～ 01

担 当 部 署 生涯学習部 生涯学習課 教育係(中央公民館） 連絡先 72-3266

2022年度

成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

　年間利用者数は、平成
21年度以降ほぼ横ばいで
推移。30年度は団体の利
用増等により対前年4259
人と大きく増加。
　社会教育活動団体の新
規登録は11団体、解散9団
体。年度末を持っての解散
報告（2019年度解散数に
反映）が相当数提出されて
おり数的な延びは難しい。
　
　

　令和元年度については、
新型コロナウイルス感染防
止の観点から3月以降講座
や専門委員会を中止して
おり、入館者も減少した。
　社会教育活動団体の新
規登録は22団体と多かっ
たが、年度末を持っての解
散報告があり、（2020年度
解散に反映・37団体）数的
な延びは難しい

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

　中央公民館として新たな
スタートとなった。例年事
業に加えてオープニングイ
ベント、由紀安田コンサー
ト(合唱団共演)、諏訪市と
の共同によるマップ作成と
共同お披露目会等、特別
な事業を実施した。

　夏休みこども体験講座な
ど新規事業を行い新たな
利用者を増やすよう工夫し
たが、新型コロナウイルス
感染防止のため3月以降
講座等が中止になり、数字
的には目標を下回った。

課
　
題

　利用団体の高齢化及び
固定化。
　公共施設管理計画に伴う
運営等についての検討

　利用団体の高齢化及び
固定化。
　公共施設管理計画に伴う
運営等についての検討

現状維持

拡充 拡充翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

最終評価年月日 2019年5月17日 2020年7月3日

作成担当者 田中ひろみ 辻井まどか

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

　住民にとって身近な生涯
学習施設として、団体活動
の場の提供と支援を継続
していく。　　次年度は新た
に電話による予約受付の
開始、講堂調整会議の廃
止等により利用者への利
便を図る。また、団体指導
発表リストを作成予定。
　
　本館及び地域の事業に
おいて専門委員の労力と
尽力は大きい。ベテランの
方も多く公民館活動の推
進に寄与いただいている。
　審議会では毎回活発に
意見をいただいている。資
料の充実と事前送付により
効率的で充実した会議とし
ていく。

　住民にとって身近な生涯
学習施設として、団体活動
の場の提供と支援を継続
していく。今後は新型コロ
ナウイルス感染防止のた
め、『新しい生活様式』に
沿った活動となるよう利用
者に周知を徹底し、理解と
協力をお願いする。
　
　本館及び地域の事業に
おいて専門委員の労力と
尽力は大きい。ベテランの
方も多く公民館活動の推
進に寄与いただいている。
　審議会では毎回活発に
意見をいただいている。資
料の充実と事前送付により
効率的で充実した会議とし
ていく。

現状維持

最終評価責任者 藤森　隆 藤森　隆


